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1.スマート農業技術活用促進法制定の背景
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食料安全保障の確保（第２条）

・国民一人一人の「食料安全保障」の確保
・国内の農業生産の増大、安定的な輸入・備蓄
・需要に応じた供給
・農業生産の基盤等の食料の供給能力の確保
・食料の供給能力の確保のための輸出の促進
・食料システムの関係者による、
持続的な食料供給に要する合理的な費用を
考慮した価格形成

・不測時の措置

環境と調和のとれた
食料システムの確立（第３条）
多面的機能の発揮（第４条）

・環境負荷低減を通じた
環境と調和のとれた食料システムの確立

・多面的機能の発揮

農業の持続的な発展（第５条）

農村の振興（第６条）

・望ましい農業構造の確立
・将来の農業生産の目指す方向性として、
生産性向上
付加価値向上
環境負荷低減

・地域社会の維持
・生産条件の整備、生活環境の整備

基本理念
食料施策

① 食料・農業・農村基本計画において食料自給率に加え食料安全保障の確保に関する事項の目標を設定し、毎年進捗を公表
（第17条）

② 幹線物流やラストワンマイル等の国民一人一人の食料安全保障上の課題に対応する円滑な食料の入手のための確保
（食料の輸送手段確保、食料の寄附促進の環境整備等）（第19条）

③ 食品産業の持続的な発展に向けた、環境負荷低減、円滑な事業承継、先端的技術の活用、海外展開（第20条）
④ 農産物、生産資材の安定的な輸入に向けた、官民連携による輸入相手国の多様化、輸入相手国への投資の促進（第21条）
⑤ 輸出促進に向けた、輸出産地の育成、輸出品目団体の取組の促進、輸出相手国における販路拡大支援、知的財産の保護（第22条）
⑥ 持続的な供給に要する合理的な費用を考慮した価格形成に向けた、関係者による理解の増進、合理的な費用の明確化の促進（第23条）
⑦ 不測の事態が発生するおそれがある段階から、食料安全保障の確保に向けた措置の実施（第24条） 等

農業施策

農村施策

① 担い手の育成・確保を引き続き図りつつ、農地の確保に向けて、担い手とともに地域の農業生産活動を行う、
担い手以外の多様な農業者も位置付け（第26条）

② 家族経営に加えて、農業法人の経営基盤の強化に向けた、経営者の経営管理能力向上、労働環境の整備、
自己資本の充実（第27条）

③ 農地集積に加えて、農地の集約化・農地の適切かつ効率的な利用（第28条）
④ 防災・減災、スマート農業、水田の畑地化も視野に入れた農業生産基盤の整備、老朽化への対応に向けた保全（第29条）
⑤ スマート農業技術等を活用した生産・加工・流通の方式の導入促進や新品種の開発などによる「生産性の向上」（第30条）、
⑥ ６次産業化、高品質の品種の導入、知的財産の保護・活用などによる「付加価値の向上」（第31条）、
⑦ 環境負荷低減に資する生産方式の導入などによる「環境負荷低減」を位置付け（第32条）
⑧ 人口減少下において経営体を支える「サービス事業体」の活動の促進（第37条）
⑨ 国・独立行政法人・都道府県等、大学、民間による産学官の連携強化、民間による研究開発等（第38条）
⑩ 家畜伝染病・病害虫の発生予防・まん延防止の対応（第41条）
⑪ 生産資材の安定確保に向けた良質な国内資源の有効活用、輸入の確保や、生産資材の価格高騰に対する農業経営への
影響緩和の対応（第42条） 等

① 農地等の保全に資する共同活動の促進（多面的機能支払）（第44条）
② 農村との関わりを持つ者（農村関係人口）の増加に資する、地域資源を活用した事業活動の促進（第45条）
③ 中山間地域の振興に資する農村RMOの活動促進（第47条）
④ 農福連携（第46条）、鳥獣害対策（第48条）
⑤ 農泊の推進や二地域居住の環境整備（第49条） 等

基本的施策

基本法改正における基本理念と基本的施策（主なポイント）
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農業の持続的な発展（第５条）

基本理念

・望ましい農業構造の確立

・将来の農業生産の目指す方向性として、
生産性向上
付加価値向上
環境負荷低減

農業施策

① 担い手の育成・確保を引き続き図りつつ、農地の確保に向けて、担い手とともに地域の
農業生産活動を行う、担い手以外の多様な農業者も位置付け（第26条）

② 家族経営に加えて、農業法人の経営基盤の強化に向けた、
経営者の経営管理能力向上、労働環境の整備、自己資本の充実（第27条）

③ 農地集積に加えて、農地の集約化・農地の適切かつ効率的な利用（第28条）

④ 防災・減災、スマート農業、水田の畑地化も視野に入れた農業生産基盤の整備、
老朽化への対応に向けた保全（第29条）

⑤ スマート農業技術等を活用した生産・加工・流通の方式の導入促進や新品種の開発
などによる「生産性の向上」（第30条）

⑥ ６次産業化、高品質の品種の導入、知的財産の保護・活用などによる
「付加価値の向上」（第31条）

⑦ 環境負荷低減に資する生産方式の導入などによる「環境負荷低減」を位置付け（第32条）

⑧ 人口減少下において経営体を支える「サービス事業体」の活動の促進（第37条）

⑨ 国・独立行政法人・都道府県等、大学、民間による産学官の連携強化、
民間による研究開発等（第38条）

⑩ 家畜伝染病・病害虫の発生予防・まん延防止の対応（第41条）

⑪ 生産資材の安定確保に向けた良質な国内資源の有効活用、輸入の確保や、
生産資材の価格高騰に対する農業経営への影響緩和の対応（第42条） 等

基本的施策

基本法の改正内容（人口減少下における農業生産の維持・発展）
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人口減少下での農業政策（背景）

資料：農林水産省「農業構造動態調査」（2022年、2023年は概数値）
注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営

農業に従事している者（雇用者は含まない）。

基幹的農業従事者数の年齢構成（2023年）
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基幹的農業従事数：116万人
平均年齢：68.4歳（2022年）

20年後の基幹的農業従事者の
中心となる層

【50代以下：23.8万人(20%)】

○ 今後20年間で、基幹的農業従事者は現在の
約１/４（116万人→30万人）にまで減少す
ること等が見込まれ、従来の生産方式を前提とし
た農業生産では、農業の持続的な発展や食料
の安定供給を確保できない。

○ 農業者の減少下において生産水準が維持でき
る生産性の高い食料供給体制を確立するために
は、農作業の効率化等に資するスマート農業技
術の活用と併せて生産方式の転換を進めるとと
もに、スマート農業技術等の開発・普及を図るこ
とで、スマート農業技術の活用を促進する必要。
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 スマート農業技術の活用の促進に当たっては、スマート農業技術に適した生産方式への転換を図りながら、その現
場導入の加速化と開発速度の引上げを図る必要。

関係者の声

 農業分野の研究機関（農研
機構等）や生産現場に伝手
がなく、技術開発や生産現場
への橋渡しがうまくできない。

 ほ場などの条件が多岐にわた
ることや、慣行的な栽培方法へ
のこだわり、作物ごとの転用が
困難なことが技術の開発・導入
双方のハードルを上げている。

 技術開発・供給側と生産現場
側の両方の歩み寄りが重要。

自動収穫機での収穫に失敗したキャベツ

GNSSガイダンス、自動操舵システム

開発速度を引き上げるには、スマート農業技術に適した生産方式への転換により開発ハードルを下げつつ、
開発が特に必要な分野を明確化して多様なプレーヤーの参画を進めることが重要

 衛星データを活用して農機を直進制御する技術等、
一部の農機等では実用化が始まっている

 ニーズの高い野菜や果樹の収穫ロボット等の技
術開発は難度が非常に高く、実用化に至らず

ドローン

開発者

出荷規格に合わせて収穫するには、
人手が必要だが、

将来、人員を確保することも難しく、
営農を続けられないかも…

実需者ニーズに合わせて、機械で一斉収穫ができるよう
畝間を広げ、品種を変えたら、スマート農業機械
が良く機能したよ。これなら、農業が続けられるね

スマート農業技術の現場導入を加速させ、その効果を十分に引き出すには、ほ場の畝間拡大、均平化や合
筆、枕地の確保、作期分散、出荷の見直し等、スマート農業技術に適した生産方式への転換が重要

人手を前提とした慣行的な生産方式
（現状）

スマート農業技術に適した生産方式への転換
（目指す姿）

農業の現場では・・・

技術の開発では・・・ 異業種で培った技術を農業
分野に生かしたいけど、ほ場
も 作物の生育もバラバラで
手が出せないなぁ｡｡

スマート農業技術の活用の促進に当たっての課題スマート農業技術の活用の促進に当たっての課題
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2.スマート農業技術活用促進法の概要
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スマート農業技術活用促進法※の概要

①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う
農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画

（生産方式革新実施計画）

農林水産大臣（基本方針の策定・公表）
（生産方式革新事業活動や開発供給事業の促進の意義及び目標、その実施に関する基本的な事項 等）

申請 認定 申請 認定

【生産方式革新事業活動の内容】
・スマート農業技術の活用と農産物の新たな生産の方式の導入
をセットで相当規模で行い、農業の生産性を相当程度向上させ
る事業活動

【申請者】
・生産方式革新事業活動を行おうとする農業者等※1
（農業者又はその組織する団体）

【支援措置】 

・日本政策金融公庫の長期低利融資
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認等）など

【開発供給事業の内容】
・農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術等
※2の開発及び当該スマート農業技術等を活用した農業機械等又
はスマート農業技術活用サービスの供給を一体的に行う事業
※2 スマート農業技術その他の生産方式革新事業活動に資する先端的な技術

【申請者】
・開発供給事業を行おうとする者
（農機メーカー、サービス事業者、大学、公設試等）
【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・農研機構の研究開発設備等の供用等
・行政手続の簡素化（ドローン等の飛行許可・承認）など

②スマート農業技術等の開発
及びその成果の普及に関する計画

（開発供給実施計画）

※農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律

スマート農業技術活用サービス事業者や食品等事業者が行う生産方式
革新事業活動の促進に資する措置を計画に含め支援を受けることが可能

【税制特例】①の計画に記載された設備投資に係る法人税・所得税の特例（特別償却）、②の計画に記載された会社の設立等に伴う登記に係る登録免許税の軽減

農業者の減少等の農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性の向上を図るため、
①スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画（生産方式革新実施計画）
②スマート農業技術等の開発及びその成果の普及に関する計画（開発供給実施計画）
の認定制度の創設等の措置を講ずる。

【法第６条】

【法第7条～第12条】 【法第13条～第19条】

※1 継続性や波及性を勘案し、複数の農業者が有機的に連携して取り組むことが望ましい
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投資促進税制 生産方式革新事業活動に必要となる機械等の取得等をした場合に特別償却（機械等
32%※1、建物等16%）を適用を受けることができます（令和９年３月末まで）。

日本政策金融公庫から長期低利の融資を受けられます。
●償還期限を25年以内とする等、大規模投資にも対応。
●据置期間を５年以内とし、事業者の初期償還負担を軽減。
●貸付金の使途に長期運転資金も設定。

野菜法の特例

日本政策金融公庫の
長期低利融資

航空法の特例
ドローン等の無人航空機による農薬散布等の特定飛行を行う場
合の航空法上の許可・承認の手続がワンストップ化されます。

農地をコンクリート等で覆う措置を実施する場合の農地法に基づく
届出がワンストップ化されます。

認定計画に従い、産地連携野菜供給契約に基づく指定野菜の
供給の事業を行う場合、指定産地外の農業者等も契約指定野
菜安定供給事業に参加可能となります。

①金融上の特例措置

②税制上の特例措置

③その他の特例措置

農地法の特例

※1スマート農業技術を組み込んだ機械装置については、７年以内に発売されたものに限る。スマート農業技術活用サービス事
業者、食品事業者は機械装置にのみ適用され、特別償却率が25%となる。

生産方式革新実施計画の認定を受けるメリット
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登録免許税の軽減
認定を受けた開発供給実施計画に従って行う会社の設立、出資の受け入れ、これに伴
う不動産の所有権の移転等の際の登録免許税の軽減を受けることができます（令和９
年３月末まで）。

農研機構の
研究開発設備等の供用等

日本政策金融公庫の
長期低利融資

種苗法の特例 新品種の品種登録を行う場合の出願料・登録料（１～６年目）が減免されます。

農業競争力強化支援法に規定する事業参入に該当する場合、中小機構による債務保
証を受けることができます。

①金融上の特例措置

②税制上の特例措置

③その他の特例・支援措置

農業競争力強化
支援法の特例

試験ほ場やロボットトラクタなど農研機構が保有する研究開発
設備等の供用等を受けることができます。

航空法の特例

日本政策金融公庫から長期低利の融資※を受けられます。
●償還期限を25年以内とする等、大規模投資にも対応。
●据置期間を５年以内とし、事業者の初期償還負担を軽減。
●貸付金の使途に長期運転資金も設定。

ドローン等の無人航空機による農薬散布等の特定飛行を行う場合の航空法
上の許可・承認の行政手続がワンストップ化されます。

試験ほ場 ロボットトラクター

※開発した製品の供給の取組に
   必要な資金が貸付対象
（研究開発の取組は貸付対象外）

開発供給実施計画の認定を受けるメリット
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自動運転 作業軽減 センシング/モニタリング 環境制御 経営データ管理 生産データ管理

経営・生産管理システム

家畜の生体管理
システム

（技術イメージ）
航空画像マップでほ場見える化

ロボットトラクター

自動操舵システム

収量センサ付き
コンバイン

リモコン草刈機

ドローン/人工衛星

水管理システム

（技術イメージ）
人は斜面に立つことなく操作

ハウス等の
環境制御システム

（技術イメージ）
設定や実測に基づき自動制御

【定義】 法第２条第１項において、 「スマート農業技術」を、次の①から③までに適合した技術と規定。
① 農業機械、農業用ソフトウェア、農業用の器具並びに農業用設備又は農業用施設を構成する装置、
建物及びその附属設備並びに構築物に組み込まれて活用されるものであること。

② 情報通信技術（電磁的記録として記録された情報を活用する場合に用いられるものに限る。）を用い
た技術であること。

③ 農業を行うに当たって必要となる認知、予測、判断又は動作に係る能力の全部又は一部を代替し、補
助し、又は向上させることにより、農作業の効率化、農作業における身体の負担の軽減又は農業の経営
管理の合理化を通じて農業の生産性を相当程度向上させることに資するものであること。

自動収穫機

運搬ロボット

＜スマート農業技術の例＞

10

本法におけるスマート農業技術について①

草刈ロボット

【法第２条第１項】



【定義】 本法では、「スマート農業技術」を、次の①から③までに適合した技術と規定。
① 農業機械、農業用ソフトウェア、農業用の器具並びに農業用設備又は農業用施設を構成する装置、
建物及びその附属設備並びに構築物に組み込まれて活用されるものであること。

② 情報通信技術（電磁的記録として記録された情報を活用する場合に用いられるものに限る。）を用い
た技術であること。

③ 農業を行うに当たって必要となる認知、予測、判断又は動作に係る能力の全部又は一部を代替し、補
助し、又は向上させることにより、農作業の効率化、農作業における身体の負担の軽減又は農業の経営
管理の合理化を通じて農業の生産性を相当程度向上させることに資するものであること。

＜スマート農業技術に該当しないものの例＞

本法におけるスマート農業技術について

①の要件への合致について
太陽光発電設備や一般的な天気予報アプリ、汎用会計ソフト、スマートフォン等の汎用デバイス等、主として農業の用に供するとい

えない汎用的機能を有し、農業以外の産業の用に供されるものは、「農業機械等」に該当しない。

②の要件への合致について
農業用ドローン、電動アシストスーツ、遠隔操作や自動制御機能の付いた収穫機はデジタル技術である「情報通信技術」を用いた

ものに該当するが、空気圧式アシストスーツ、遠隔操作や自動走行機能の付いていない収穫機は、「情報通信技術」を用いたものに
該当しない。

③の要件への合致について
遠隔操作や自動操縦機能を有する農業用トラクタは、慣行的な方法に比して農作業の効率化等に有意な効果を得られるが、一

般的な農業用トラクタ（自動制御機能が搭載されておらず、エンジンやミッション等を制御するECUが搭載されているもの等）は、慣
行的な方法に照らして農作業の効率化等に有意な効果が得られるとはいえないため、「農業の生産性を相当程度向上させることに
資する」ものに該当しない。

本法におけるスマート農業技術について②

11



本法におけるスマート農業技術活用サービスについて

スマート農業技術は、導入コストが高額で、かつ、その操作には専門的な知見を要することも多いため、
スマート農業技術の活用の促進に当たって、これらの観点からスマート農業技術活用サービスを本法で
位置付け、融資等の支援を措置。

【定義】 法第２条第４項において、「スマート農業技術活用サービス」とは、農業者等が行う農業を支援するた
め対価を得て継続的に行うスマート農業技術を活用した次に掲げる役務。
① 委託により、農業者等に代わって農作業を行うこと。
② 農業者等に対し、農業機械等を使用させること。
③ 農業者等に対し、農業に関する高度な知識又は技術を有する者を派遣すること。
④ 農業に関する情報を収集し、整理し、及び分析し、並びに農業者等に対し、その結果を提供し、又は

当該結果に基づく農業の生産性の向上のための指導若しくは助言を行うこと。

ドローンによる農薬散布や、
ロボットコンバインによる収穫など
の作業受託サービス

収穫ロボットなどのスマート農業
機械のレンタル・シェアリングを行
うサービス

スマート農業技術を使いこなす
高度な知識・技術を有する人材
を農業現場へ派遣するサービス

データの収集・分析、情報提供
を通じて栽培管理の見直しや作
業体系の最適化を提案する等
のサービス

①専門作業受注型 ②機械設備供給型 ④データ分析型③人材供給型

（株）レグミン
農薬散布ロボットによる農薬
散布サービスを実施。

(株)ｼﾞｪｲｴｲﾌｰｽﾞみやざき

inaho（株）
自社で開発した自動収穫ロ
ボットのレンタルサービスを実施。

JA三井リース（株）
作業時期の異なる農業者と地
域で、農機シェアリース。

YUIME（株）
産地の繁忙期に特化した人材
派遣に加え、ドローン等を扱う
人材派遣を今後開始予定。

（株）アルプスアグリキャリア

農業用ハウスの環境制御シス
テムを使いこなし、現場で生産
管理をできる人材を派遣。

テラスマイル（株）
生産や市況などのデータを分析
し、最適な出荷時期などを提
案するサービスを展開。

国際航業（株）
農作物の生育状況に基づく診
断レポートや可変施肥マップを
提供。

ホウレンソウ収穫の受託作業を
実施。ドローン追肥作業やキャ
ベツ収穫作業の受託も検討。

スマート農業技術活用サービスの例

【法第２条第４項】
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3.生産方式革新実施計画について



収穫ロボット＋省力樹形の導入（りんご）

生産方式革新事業活動のイメージ

収穫ロボット＋栽培方法の見直し（ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ）

将来の姿現状

自動収穫ロボットの導入ひとつひとつ目視で確認しながらの
人手による収穫作業

将来の姿現状

自動収穫ロボットの導入ひとつひとつ目視で確認しながらの
人手による収穫作業

通常
(３本/株)

見直し
(２本/株)

■ スマート農業技術の活用（A）と人手による作業を前提とした栽培方法の見直し等新たな生産の方式の導入
(B)を合わせて相当規模※で行い、スマート農業技術の効果を十分に引き出す生産現場の取組を認定することで、
人口減少下でも生産水準が維持できる生産性の高い農業を実現。

14

作業動線が複雑で機械導入や栽培
管理が困難

通路幅を広くすることで、機械導入・
栽培管理が容易に
立茎数を減らすことにより、ロボットが
アスパラを容易に認識・アクセス可能に

樹木がほ場内に散在
作業動線が複雑で機械作業が困難

省力樹形とし、直線的に配置するこ
とにより、機械作業が容易に

(A)

(B)

(A)

(B)

【法第２条第３項】



農林水産大臣*

①計画認定の申請

②認定

農業者等
（申請者）

●生産方式革新実施計画のスキーム

スマート農業技術活用
サービス事業者

※ スマート農業技術活用サービス事業者、
食品等事業者が行う促進措置を含む
計画申請が可能

食品等事業者

生産方式革新実施計画
認定の基準＜基本方針第１の３ ＞
１. 基本方針に照らして適切なものであること

‐ 基本方針第１の２(1)から(6）までの事項に適合 
２. 円滑かつ確実に行われると見込まれること

‐ 生産方式革新事業活動の内容及び実施のスケ
ジュールが明確かつ合理的であること。

‐  生産方式革新事業活動に必要な資金の額が設定さ
れており、かつ、その調達方法が適切であること。

（任意）

（任意）

*地方農政局長等に認定の権限を委任

生産方式革新実施計画のスキーム

【生産方式革新事業活動の内容】
・スマート農業技術の活用と農産物の新たな生産の方式の導入を
セットで相当規模で行い、農業の生産性を相当程度向上させる
事業活動 

【申請者】
・生産方式革新事業活動を行おうとする農業者等※1
（農業者又はその組織する団体）

【計画の目標】 

・計画全体で農業の労働生産性（付加価値額を労働投入量で
除したものをいう。）の５％以上向上させる目標を設定すること

スマート農業技術活用サービス事業者や食品等事業者が行う生産方式革
新事業活動の促進に資する措置を計画に含め支援を受けることが可能

【実施期間】
・原則５年以内。 ※ただし、果樹等の植栽又は育成を伴う場合
その他特段の事情を有する場合には10年以内で設定可能

【実施体制】
・ 複数の農業者等が共同して申請可能。その際、それらの取組
が生産方式革新事業活動として一体性を有すること。

【その他の事項】
・実施期間終了後、計画全体で農業に係る所得が実施前と比
較して維持され、かつ正となるよう取り組むこと

・ 農作業の安全性の確保、データ等の知的財産の保護、環境へ
の負荷の低減等に留意すること

・ 関係地方公共団体等との連携を図ること等により、生産方式
革新事業活動と関連する各種施策と調和して行われものとする
こと （例：地域計画との調和等）

※1 継続性や波及性を勘案し、複数の農業者が有機的に連携して取り組むことが望ましい
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生産方式革新事業活動の主な要件
・生産方式革新事業活動の内容＜基本方針第１の２(1)＞
‐ 次の①から③までを満たす事業活動であること

‐ 「相当規模」とは、
・①及び②に係る事業活動により生産する農産物の作付面積又は売上高が当該農業者等

の行う農業に係る作付面積又は売上高のおおむね過半となっていること

・①に係るスマート農業技術の活用に要する費用に比して、その活用による農作業の効率化
等の効果が十分に得られる内容になっていること

※事業活動の継続性や波及性を勘案し、２以上の農業者等が有機的に連携して取り組む
ことが望ましい。

① スマート農業技術を活用して農産物の生産又
は農業経営の管理に取り組むこと（法第２条
第３項第１号）

② ①の実施による農作業の効率化等の効果を十分に発揮させるために併
せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に取り組むこと（法第２条
第３項第２号）

・生産方式革新事業活動の目標＜基本方針第１の２(３)＞
‐ 計画全体で農業の労働生産性（付加価値額を労働投入量で除したものをいう。）の

５％以上向上させる目標を設定すること
・その他の事項＜基本方針第１の２(６)＞
‐ 実施期間終了後、計画全体で農業に係る所得が実施前と比較して維持され、かつ正

となるよう取り組むこと

③ ①及び②の事業活動の全てに相当規模で取り組むこと（柱書）

生産方式革新事業活動の認定要件

実施期間の間に、おおむね過半になるよう
①と②に取り組むことが必要です。

費用と効果をそれぞれ定量的に記載して
もらうことが必要です。

費用対効果が見込めるよう、農作業の受
託やスマート農業機械のリース・レンタル等
のサービスの利用やグループでの共同利用
を通じた共同申請も検討ください。

労働生産性は、「付加価値額（農業所
得・営業利益+人件費+減価償却費）
/総労働時間又は労働人数」で算出

対象となる品目における農業所得が維持
され、黒字であることが必要です。 16



「新たな生産の方式の導入」とは・・・
スマート農業技術の性格、生産する農産物の特性等に応じて次のイからハまでのいずれかに該当する生産の方式の導入
に取り組むものと規定。
イ スマート農業技術を活用した作業効率の向上に資するほ場の形状、栽培又は飼養の方法、品種等の導入
ロ スマート農業技術の活用による機械化体系に適合した農産物の出荷方法の導入
ハ スマート農業技術で得られるデータの共有等を通じた有効な活用方法の導入
※ただし、イからハまでのいずれかに該当する生産の方式以外に、①の事業活動に係るスマート農業技術の性格、生産する農産物の特性等

に応じてその効果の十分な発揮のために不可欠な生産の方式がある場合には、当該生産の方式の導入に取り組むことも可能

・生産方式革新事業活動の内容＜基本方針第１の２(1)＞

① スマート農業技術を活用して農産物の生産又
は農業経営の管理に取り組むこと（法第２条
第３項第１号）

② ①の実施による農作業の効率化等の効果を十分に発揮させるために併
せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に取り組むこと（法第２条
第３項第２号）

新たな生産の方式の導入の取組について

17

イ スマート農業技術を活用した作業効率の向
上に資するほ場の形状等の導入

ロボットトラクターの導
入

ターン農道を整備し、
機械が旋回しやすい環
境を実現

自動収穫機の導入 鉄コンテナを搭載した自
動収穫機で一斉収穫し、
鉄コンテナで貯蔵・出荷

得られたデータを産地で共
有し、栽培方法の比較・
分析等を通じて、次期の
栽培方法を変更

スマート選果システムの
導入

ロ スマート農業技術の活用による機械化体
系に適合した農産物の出荷方法の導入

ハ スマート農業技術で得られるデータの共有
等を通じた有効な活用方法の導入

＜新たな生産の方式の例＞



農業用ドローン
＋

直播栽培体系への転換

農業用ドローン
＋

栽培体系の統一

農業用ドローン
＋

作期の異なる品種の導入

生育状況診断
＋

農業用ドローンで適期防除

センシング用ドローン
＋

栽培にデータを活用

農業用ドローンの活用と併
せ、直播適性の高い品種
の導入や水管理や肥培管
理など直播に適した栽培
体系に生産方式を変更す
ることで省力化効果を発揮

産地内で話し合いを行い、
栽培体系を統一し隣接す
る農地一体でドローン防除
に取り組むことにより、作業
効率を向上

広域においてサービスを提
供するサービス事業者と連
携し、適期に作業委託を
するため、作期の異なる品
種の導入により、作期を分
散し、サービス事業者が使
用する農業用ドローンの稼
働率を向上

生育状況診断により得られ
たデータを産地で共有し、
防除計画の検討会を経て、
農業用ドローンを活用した
農薬散布の適正化を実施
することで、品質・収量の向
上を実現

センシング用ドローンから得
られたデータを産地で共有
し、栽培方法の比較・分析
等を通じて、次期の栽培方
法を変更することで、品質・
収量の向上を図る

農業用ドローンを直播に活用 農業用ドローンを活用

（直播による苗立ちの様子）

農業用ドローンを活用 衛星画像等から生育状況
を診断するサービスの活用

センシング用ドローンを活用

（データに基づいた可変施肥を実施）

18

生産方式革新事業活動のイメージ（農業用ドローン）
上段：スマート農業技術の活用 下段：新たな生産の方式の導入



リモコン草刈機
＋

斜面の緩傾斜化

可変施肥田植機
＋

作期の異なる品種の導入

食味計付収量コンバイン
＋

データを活用した可変施肥

水管理システム
＋

ほ場の均平化

水田抑草ロボット
＋

水管理環境の整備（有機）

基盤整備と併せて急傾斜
だった畦畔を緩やかな傾斜
にすることで、リモコン草刈
機が動作するための環境を
整備

作期の異なる品種の導入
により、作期を分散し、可
変施肥田植機の稼働率を
向上

食味計付収量コンバインで
得られたデータを産地で共
有し、翌年の基肥に向けた
検討会を経て、より最適な
可変施肥を実施

ほ場表面の凹凸を解消し、
均平整地化することで、正
確に水の管理ができる環境
を整備

適切な水管理が可能な環
境を整えることで、有機水
稲のほ場で水田抑草ロボッ
トが動作するための環境を
整備

リモコン草刈機を活用 水管理システムを活用 水田抑草ロボットを活用

（緩傾斜化された斜面）

可変施肥田植機を活用 食味計付収量コンバインを活用

（データに基づいた可変施肥を実施）
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生産方式革新事業活動のイメージ（水稲）
上段：スマート農業技術の活用 下段：新たな生産の方式の導入
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